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第 １ 条 平成３０年度川島町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

   （ 業 務 の 予 定 量 ）

業務の予定量は、次のとおりとする。

給 水 戸 数（月平均給水件数） 戸

千㎥

㎥

主要な建設改良事業（配水管改良費） 千円

   （ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

千円

千円

千円

千円

支 出

千円

千円

千円

千円

千円

   （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

収 入

千円

千円

千円

千円

千円

千円

資 本 的 収 入

負 担 金

寄 附 金

14,014

1

1

460,548

70

5,000

40,741

第３項

第 ２ 条

1

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額１６０，６０７千円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額９，０２８千円、過年度分損益勘定留保

445,876

397,807

48,068

営 業 収 益

431,977

特 別 利 益

第２項

平成３０年度川島町水道事業会計予算

8,040

2,712

7,430

74,661

23,501

予 備 費

第 ３ 条

第１款

第１項

資金１５１，５７９千円で補てんする。 )

第４項

第 1 款

議 案 第 　　 号

（３）

（４）

第２項

年 間 総 配 水 量

１ 日 平 均 配 水 量

（２）

営 業 外 収 益

（１）

   （ 総　 則 ）

固定資産売却代金

第１項

第１款

第２項

第３項

第 ４ 条

第３項

19,800

第５項 国 庫 補 助 金 6,925

第４項 企 業 債

事 業 収 益

事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第１項

－ 351 －



支 出

千円

千円

千円

  （企業債）

第 ５ 条

定める。

一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

　 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

と定める。

　 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

千円

千円

   （たな卸資産購入限度額）

たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。

　　  平成３０年３月２日提出

55,694

10

川 島 町 長 飯 島 和 夫

借入先の融資条件に
よる。ただし、企業
財政その他の都合に
より繰上償還又は低
利に借り換えること
ができる。

償　還　の　方　法起債の目的 起債の方法

配 水 管 耐 震
化 工 事

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

普通貸借
又は

証券発行
１９，８００千円

第 ８ 条

職 員 給 与 費

第 ９ 条

（２）

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

営業費用と営業外費用の間

利　率

152,977

48,371

４．０％
以　内

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

議決を経なければならない。

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

201,348

第 ７ 条

第 ６ 条

限　度　額

第１款

第２項

第１項

交 際 費

（１）

（１）

　 （一時借入金）
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収　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 事 業 収 益 445,876

１ 営 業 収 益 397,807

１ 給 水 収 益 395,604

２ 受 託 工 事 収 益 150

３ 他 会 計 負 担 金 1,682

４ そ の他の 営業収益 371

２ 営 業 外 収 益 48,068

１ 受取利息及び配当金 375

２ 雑 収 益 10,023

３ 長 期 前 受 金 戻 入 37,670

３ 特 別 利 益 1

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

支　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 事 業 費 用 460,548

１ 営 業 費 用 431,977

１ 原 水 及 び 浄 水 費 185,855

２ 配 水 及 び 給 水 費 27,519

３ 受 託 工 事 費 150

４ 総 係 費 50,582

５ 減 価 償 却 費 166,254

６ 資 産 減 耗 費 1,616

７ そ の他の 営業費用 1

２ 営 業 外 費 用 23,501

１ 支 払 利 息 18,863

２ 雑 支 出 1

３ 消 費 税 4,637

３ 特 別 損 失 70

1 過年度損益修正損 70

４ 予 備 費 5,000

１ 予 備 費 5,000

款 項 目 備　　　　　　考

１．平成３０年度川島町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備　　　　　　考

－ 355 －



収　　入 （単位：千円）

予　定　額

１ 資 本 的 収 入 40,741

１ 負 担 金 14,014

１ 負 担 金 14,014

２ 寄 附 金 1

１ 寄 附 金 1

３ 固定資産売却代金 1

１ 固定資産売却代金 1

４ 企 業 債 19,800

１ 企 業 債 19,800

５ 国 庫 補 助 金 6,925

１ 国 庫 補 助 金 6,925

支　　出 （単位：千円）

予　定　額

１ 資 本 的 支 出 201,348

１ 建 設 改 良 費 152,977

１ 配 水 管 改 良 費 74,661

２ 機 械 装 置 設 備 費 68,364

３ 消 火 栓 設 備 費 1

４ 量 水 器 費 402

５ 固 定 資 産 購 入 費 9,549

２ 企 業 債 償 還 金 48,371

１ 企 業 債 償 還 金 48,371

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 備　　　　考項 目

款 項 目 備　　　　考
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（欠損金） △ 23,922

減価償却費 166,254

固定資産除却損 1,615

長期前受金戻入額 △ 37,670

固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加） 815

未払金の増減額（△は減少） △ 2,024

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 0

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46

受取利息及び受取配当金 △ 375

支払利息及び企業債取扱い諸費 18,863

その他流動資産の増減額 0

その他流動負債の増減額 0

小計 123,601

受取利息及び受取配当金 375

支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 18,863

業務活動によるキャッシュ・フロー 105,113

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 134,069

有形固定資産の売却による収入 2

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 6,925

国庫補助金等の返還による支出 0

工事負担金による収入 12,976

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 114,166

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 19,800

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 48,371

他会計からの出資による収入 0

出資の返還による支出 0

他会計からの寄付による収入 1

ファイナンス・リース債務の支払による支出 △ 8,842

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 37,412

資金増加額（減少額） △ 46,465

資金期首残高 446,978

資金期末残高 400,513

２．平成３０年度川島町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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１．総　括

 （　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書

２．給料及び手当の増減の明細 （単位：千円）

増減額

3,850

増 減 事 由 別 内 訳

0

0

備　考説　　　　　　　　　　　明

4,614

0

区　　分

給　　料

手　　当

区　　　分

本　 年　 度

前　 年　 度

比　　　　較

手

当

の

内

訳
1,653

4,614

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

3,850

制度改正に伴う増加分

その他の増減分

3,850

（　）
2

1
（　）
0

（　）

日 直
手 当

0

0

0

職員数

（人）

（　）
5

（　）
2

住 居
手 当

84

0

84

時間外
手 当

1,400

1,350

50

特殊勤
務手当

0

0

0

勤 勉
手 当

通 勤
手 当

353

243

1101,344

1,140

660

480

3,299

（　）
4,653

△ 39

4,614

期 末
手 当

3,190

6,849

5,196

1

給　料

12,085

手　当

3,200

15,285

8,895

管理 職
手 当

2,049

51

2,540

21,455

6,006

27,461

16,802

6,045

660 621

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員

42,746 12,948

25,697

9,206

合    　　 計

8,095

2,804

22,847

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 8,585

11,435
（　）
6

（　）
7

（　）
4

合     　　計

合     　　計 34,282

7,843

本
　
年
　
度

資本勘定支弁職員

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

8,464

３．　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　　分 法定福利費

10,144

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

（単位：千円）

33,540

合　　　計

43,684

2,100

4,643

12,010

55,694

33,792

11,338

45,130

9,892

2,753

10,848

人事異動による給料総額の差異
に伴う増額

人事異動による差異に伴う増額
扶養手当129　期末手当1,653
勤勉手当1,344　管理職手当480
通勤手当110　住居手当84
時間外勤務手当50

672

10,564

扶 養
手 当

816

687

129
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（１） 職員１人当たり給与

円

円

歳

円

円

歳

（２） 初任給

円 円

円 円

円 円

（３） 級別職員数

（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書

（級別の標準的な職務内容）

計

企　　　業　　　職

職員数
（人）

課　　長

５　　級

主　　幹

４　　級

主　　査

３　　級

級

４級

２級

３級

４級

区　　　　　分

１級
0.0

0.0

級

１級

２級

３級

0.0

構成比
（％）

職員数
(人）

（　　）

事務・技術・その他
（企業職）

329,386

357,857

43

339,320

企　　　業　　　職

平均給与月額

平 均 年 齢

平均給料月額

366,060

２　　級

企　　業　　職

（　　）

185,800

（　　）

46

１　　級

156,800

（　　）
0

（　　）
0

（　　）

0

168,600

185,800

６　　級

主　　事
技　　師

0.0

1 14.3

0

６級

3
（　　）

14.3

主事補
技師補

一般会計の制度

一　　般　　職

156,800

168,600

主　　任

平成３０年２月１日現在

区　　　　　分

５級

構成比
（％）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）
20.01

（　　）
4

（　　）
0.0

（　　）

（　　）
５級

平成２９年２月１日現在

（　　）

（　　）

（　　）
1

60.0

（　　）

６級

計
（　　）

5

（　　）

（　　）

大　学　卒

0

1

7 100.0

1

（　　）

（　　） （　　）

３．給料及び手当の状況

平成２９年２月１日現在

平成３０年２月１日現在

区　　　　分

高　校　卒

短　大　卒

平均給与月額

平 均 年 齢

平均給料月額

区　　　　　　　　　　　　　分

区　　分

企 業 職

57.1
（　　） （　　）

14.3

100.0

（　　）
20.0

－ 359 －



（４） 昇　　給

職員数　 （Ａ） （人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

職員数　 （Ａ） （人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

（６） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（支給率等）

（７）　その他の手当

区　　　分

住 居 手 当

通 勤 手 当

一般会計の制度との異同

同　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　じ

本　年　度

前　年　度

一 般 会 計
の　制　度

35年勤続
の者（月分）

４９．５９

４９．５９

支給率等

一般会計
の制度

２５．５５６２５

３４．５８２５

備　考

同　　　　　　　　じ

差　異　の　内　容

（2%～45%加算)

　（　 １．０５　 ）

定年前早期
退職特例措置

定年前早期
退職特例措置

その他の
加算措置等

（2%～45%加算)

最高限度
（月分）

６

２５．５５６２５

区　　　分

職制上の段階職務の
級等による加算措置

有

有

有

４９．５９

５

４

扶 養 手 当

合　　計

７

６

４．３０

４９．５９３４．５８２５

４

（　２．２５　）

８０．０

備　考
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

２．０７５ ２．３２５ ４．４０

２．０７５ ２．２２５

　（　１．０５　 ） 　（　１．２５　 ） （　２．３０　）

　（　１．２５　 ） （　２．３０　）

２．０７５ ２．３２５ ４．４０

　（　１．０５　 ） 　（　１．２ 　 ）

（５） 期末手当 ・ 勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率 支給率計
区　　　分

　６月（月分） 　１２月（月分） 　（月分）

昇給級別内訳

昇給級別内訳

８５．７

3号給 （人）

1号給 （人）

4号給 （人）

前
　
　
年
　
　
度

1号給 （人）

区　　　　　　　　　　　　分 企業職

７

６

６

本
　
　
年
　
　
度

5号給 （人）

2号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

6号給 （人）

7号給 （人）

8号給 （人）

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

5号給 （人）

6号給 （人）

7号給 （人）

８０．０

８５．７

５

４

４

8号給 （人）
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(単位：円)

(1)

イ 土 地 42,729,070 42,729,070

ロ 建 物 322,338,627

減 価 償 却 累 計 額 △ 152,181,316 170,157,311

ハ 構 築 物 5,863,437,014

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,858,221,593 3,005,215,421

ニ 機 械 及 び 装 置 1,433,890,104

減 価 償 却 累 計 額 △ 953,755,431 480,134,673

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 5,061,140

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,808,085 253,055

ヘ 工具器具及び備品 11,677,690

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,093,806 583,884

ト リ ー ス 資 産 69,054,241

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,009,716 53,044,525

チ 建 設 仮 勘 定 34,450,074 34,450,074

3,786,568,013

(2)

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 248,900

248,900

3,786,816,913

(1) 400,513,156

(2) 55,384,280

△ 276,000 55,108,280

(3) 6,367,186

(4) 0

461,988,622

4,248,805,535

４．平成３０年度　　川島町水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

１．固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

貸 倒 引 当 金

２．流　動　資　産
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３．固　定　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 871,767,860

ロ そ の 他 企 業 債 0

871,767,860

(2) 33,596,055

(3)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 0

0

905,363,915

４．流　動　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 50,705,306

ロ そ の 他 企 業 債 0

50,705,306

(2) 10,609,428

(3) 37,793,646

(4)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 3,404,000

ハ 法定福利費引当金 639,000

4,043,000

(5) 7,178

(6) 113,520

(7) 12,269,736

(8) 0

115,541,814

５．繰　延　収　益

(1) 2,381,870,560

(2)
△ 1,477,802,232

904,068,328

1,924,974,057

企 業 債

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

引 当 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

負 債 合 計

引 当 金

未 払 金

下 水 道 預 り 金

一 時 借 入 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

預 り 金

前 受 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

企 業 債

企 業 債 合 計
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６．資本金

(1) 729,936,649

729,936,649

７．剰余金

(1) 284,913,974

(2)

イ 減 債 積 立 金 94,103,103

ロ 建 設 改 良 積 立 金 107,023,559

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,107,854,193

1,308,980,855

1,593,894,829

2,323,831,478

4,248,805,535負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 資 本 金
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５．注 記 事 項 
 

１ 重要な会計方針に係る事項 
 （１） 平成２６年度より、改定後の地方公営企業法会計基準を適用して、財務諸表を作成している。 

 （２） 消費税及び地方消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理により行っている。 

 （３） 有形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く） 

     ・ 定額法 

     ・ 主な耐用年数 

       建物 ： ５０年 構築物 ： ４０～６０年 機械及び装置 ： １５～２０年 器具及び備品 ： ５～１５年 

 （４） たな卸試算の評価基準 

      たな卸資産は、事業用の材料で重要性に乏しいので、低価法は適用していない。 

 （５） 引当金の計上方法 

イ 退職給付引当金 

川島町は埼玉県市町村総合事務組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を

行い、特別負担金の支出は一般会計で行うため、退職給付引当金の計上対象に該当しない。 

ロ 賞与引当金 

平成３１年度の職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費（職員共済組合負担

金）の支出のうち、平成３０年度の負担に属する額（平成３１年６月に行う支出のうち平成３０年１２

月から平成３１年３月までの分）を、平成３０年度の支出見込額に基づき計上する。 

なお、平成３０年６月に支出する職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費（職

員共済組合負担金）については、平成２９年度に引当金に繰り入れた額を、支出に合わせ取り崩

す。 

ハ 修繕引当金 

予定した修繕を何らかの理由で次年度に延期する場合、当該費用を修繕引当金に計上する。

平成３０年度においては、計上の予定はない。 

ニ 特別修繕引当金 

法的根拠等に基づき、定期的に大規模な修繕を要する施設がある場合、当該引当金の計上を

行う。平成３０年度においては、該当する修繕はない。 

ホ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等に基づき、回収不能見込額を計上する。 
 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 
   該当なし。 
 

３ みなし償却制度の廃止に伴う移行措置 
   平成２６年３月３１日における償却資産の取得または改良に充てるための補助金等を財源として取得し減

価償却を行っていた固定資産については、みなし償却規定を適用していなかったため、資本剰余金として

整理されていた額のうち、すでに除却した資産及び非償却資産を除く償却資産の分について、既償却の割

合により利益剰余金に振り替える。資本剰余金と償却資産との関連付けが不可能なものについては、償却

資産に対する資本剰余金充当率を用いた按分により整理している。 
 

４ ファイナンス・リースに関する注記 
（１） 所有権移転ファイナンス・リース 

所有権移転ファイナンス・リースについては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法に準じ

た処理を行う。 

上記のリースに該当する水道事業会計及び上下水道料金システムについて、平成２９年度に契約を

終了し、水道事業所有としての使用を継続しつつ、平成３０年度において更新を予定している。 

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース 

所有権移転外ファイナンス・リースについて、地方公営企業法施行規則第55条第2項の規定により、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行う。 

平成３０年度においては、フルカラー複合機のリース契約（平成３０年４月３０日まで）が該当し、同年

度の支払額は 7,400円となる。 
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(単位：円)

(1) 給 水 収 益 374,243,725

(2) 受 託 工 事 収 益 345,363

(3) 他 会 計 負 担 金 1,929,000

(4) そ の他の営業収 益 386,200 376,904,288

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 159,694,474

(2) 配 水 及 び 給 水 費 20,754,931

(3) 受 託 工 事 費 0

(4) 総 係 費 51,014,190

(5) 減 価 償 却 費 165,284,644

(6) 資 産 減 耗 費 7,480,161

(7) そ の他の営業費 用 0 404,228,400

営 業 利 益 △ 27,324,112

(1) 受取利息及び配当金 376,711

(2) 他 会 計 補 助 金 1,500,000

(3) 雑 収 益 9,237,556

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 37,721,248 48,835,515

(1) 支 払 利 息 19,767,757

(2) 雑 支 出 0 19,767,757 29,067,758

経 常 利 益 1,743,646

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過年度損益修正益 30,360,251

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 30,360,251

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過年度損益修正損 47,000

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 47,000 30,313,251

(1) 予 備 費 0 0

当 年 度 純 利 益 32,056,897

そ の他未処分利 益
剰 余 金 変 動 額 1,130,079,908

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,162,136,805

２．営業費用

４．営業外費用

５．特別利益

６．平成２９年度　　川島町水道事業見込損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

７．予備費

６．特別損失

３．営業外収益

１．営業収益
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(単位：円)

(1)

イ 土 地 42,729,070 42,729,070

ロ 建 物 324,864,342

減 価 償 却 累 計 額 △ 148,647,745 176,216,597

ハ 構 築 物 5,793,794,253

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,735,825,272 3,057,968,981

ニ 機 械 及 び 装 置 1,377,463,444

減 価 償 却 累 計 額 △ 924,044,284 453,419,160

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 5,061,140

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,808,085 253,055

ヘ 工具器具及び備品 11,677,690

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,093,806 583,884

ト リ ー ス 資 産 16,852,091

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,151,716 1,700,375

チ 建 設 仮 勘 定 34,451,000 34,451,000

3,767,322,122

(2)

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 248,900

248,900

3,767,571,022

(1) 446,977,978

(2) 56,199,383

△ 230,000 55,969,383

(3) 6,367,408

(4) 0

509,314,769

4,276,885,791

貯 蔵 品

前 払 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２．流　動　資　産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

７．平成２９年度　　川島町水道事業見込貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

流 動 資 産 合 計

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産

１．固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

未 収 金
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３．固　定　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 902,673,166

ロ そ の 他 企 業 債 0

902,673,166

(2) 0

(3)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 0

0

902,673,166

４．流　動　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 48,371,000

ロ そ の 他 企 業 債 0

48,371,000

(2) 0

(3) 39,817,950

(4)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 3,404,000

ハ 法定福利費引当金 639,000

4,043,000

(5) 7,178

(6) 113,520

(7) 12,269,736

(8) 0

104,622,384

５．繰　延　収　益

(1) 2,367,641,670

(2)
△ 1,445,805,268

921,836,402

1,929,131,952

長 期 前 受 金

預 り 金

前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

一 時 借 入 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

企 業 債

未 払 金

下 水 道 預 り 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

リ ー ス 債 務

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
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６．資本金

(1) 729,936,649

729,936,649

７．剰余金

(1) 284,913,974

(2)

イ 減 債 積 立 金 94,103,103

ロ 建 設 改 良 積 立 金 76,663,308

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,162,136,805

1,332,903,216

1,617,817,190

2,347,753,839

4,276,885,791

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

自 己 資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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（単位：千円）

1 445,876 449,483 △ 3,607

1 営業収益 397,807 400,467 △ 2,660

1 給水収益 395,604 397,991 △ 2,387

1 水道料金 395,604 ・水道料金

　　配 水 量　 2,712 千㎥

　　有収水量 2,648 千㎥

　 本年度平均給水戸
   (件)数

8,040 戸

2 受託工事 150 150 0

収 益

1 給水工事 50 ・給配水管布設（替）工事費負担金 50

収 益

2 修繕工事 100 ・給水管等修繕工事収益 100

収 益

3 他 会 計 1,682 1,929 △ 247

負 担 金

1 一般会計 1,682 ・消火栓維持管理負担金

負 担 金

4 その他の 371 397 △ 26

営業収益

1 手 数 料 371 ・設計審査手数料 146

・工事検査料 174

・証明手数料 1

・その他手数料 50

2
営 業 外
収 益

48,068 49,015 △ 947

1 受取利息 375 375 0

及 び

配 当 金

1 預金利息 375 ・運用資金利息 375

他 会 計 0 1,500 △ 1,500

補 助 金

2 雑 収 益 10,023 9,943 80

1 雑 収 益 10,023 ・下水道使用料徴収事務受託料

・不用品売却代金 125

・駐車場維持費負担金 50

・その他の雑収益 5

3 長期前受 37,670 37,197 473

金 戻 入

1 長期前受 37,670 ・長期前受金戻入

金 戻 入

3 特別利益 1 1 0

1 固定資産 1 1 0

売 却 益

1 固定資産 1 ・固定資産売却利益 1

売 却 益

比較増減 節

37,670

9,843

説　　　　　　　　　　　　明
前 年 度
予 定 額

当 年 度
予 定 額項

款

395,604

1,682

平 成 ３０ 年 度 　川 島 町 水 道 事 業 会 計 予 算 積 算 資 料

収　　　益　　　的　　　収　　　入

　事　業　収　益

目
金　額
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（単位：千円）

1 460,548 448,110 12,438

1 営業費用 431,977 422,142 9,835

1 原水及び 185,855 186,347 △ 492
浄 水 費

1 給 料 3,377 ・職員給 3,377

2 手 当 1,198 ・期末手当 506

・勤勉手当 348

・通勤手当 24

・時間外勤務手当 320

3 法 定 1,471 ・職員共済組合負担金 854
福 利 費 ・職員退職手当組合負担金 524

・公務災害補償負担金 8

・年金給付費用負担金 3

・共済組合追加費用負担金 82

4 旅 費 5 ・旅費 5

5 被　服　費 49 ・作業衣、雨具等 49

6 燃　料　費 126 ・非常用自家発電機重油 126

7 備 消 耗 900 ・施設管理用備消耗品費 900
品 費

8 賃　借　料 331 ・専用回線使用料 322

・土地賃借料（芝沼配水機 9
  場）

9 修　繕　費 3,500 ・浄水場施設維持修繕費 3,500

10 委　託　料 13,905 ・水質検査委託料 1,989

・変電所管理委託料 708

・無人施設警備委託料 382

・機器保守管理委託料 1,620

・宿日直維持管理業務委託 5,783
  料

・庁舎及び吹塚浄水場清掃 78
  委託料

・非常用自家発電設備保守 835

 管理委託料

・配水池等清掃委託料 918

・滅菌機保守委託料 384

・浄水場敷地内清掃委託料 1,065

・消防設備点検委託料 33

・毎日検査委託料 110

11 手 数 料 205 ・手数料 205

12 動　力　費 27,720 ・電気料金 27,720

13 薬　品　費 7,271 ・次亜塩素酸ソーダ 7,271

14 受　水　費 125,350 ・県水受水費 123,592

・吉見町水受水費 1,758

15 賞与引当 447 ・賞与引当金繰入額 378
金繰入額 ・法定福利引当金繰入額 69

2 配水及び 27,519 23,062 4,457
給 水 費

収　　　益　　　的　　　支　　　出

款
金　額比較増減 説　　　　　　　　　　　　明節

目

前 年 度
予 定 額

当 年 度
予 定 額

　事　業　費　用

項
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1 燃　料　費 213 ・自動車等燃料代 213

2 備 消 耗 105 ・備消耗器材等 105
品 費

3 材　料　費 710 ・給配水管補修材料 710

4 修　繕　費 11,699 ・備品修繕費(工事機械及 400
  び備品)

・量水器修繕費 4,099

・給配水管修理費 6,000

・消火栓及び仕切弁等修理 1,200
  費

5 補　償　費 1 ・作物等補償費 1

6 委　託　料 13,567 ・メーター取替委託料 3,173

・給配水管理台帳図補正業 2,959
  務委託料

・漏水調査委託料 1,970

・配水管洗管調査業務委託 5,465
  料

7 路 面 528 ・常温合材、他 28
復 旧 費 ・県町道舗装復旧費 500

8 保 険 料 590 ・自動車保険料 230

・水道賠償責任保険料 49

・水道機械設備損害補償保 311
  険料

9 雑 費 106 ・重量税その他 60

・車検代行手数料その他 46

3 受 託 150 150 0
工 事 費

1 工 事 150 ・給配水管布設（替）工事請 150
請 負 費   負費

4 総 係 費 50,582 43,164 7,418

1 給 料 18,078 ・職員給 18,078

2 手 当 8,201 ・扶養手当 624

・期末手当 3,363

・勤勉手当 2,296

・通勤手当 158

・時間外勤務手当 620

・管理職手当 1,140

3 法 定 8,168 ・職員共済組合負担金 4,917
福 利 費 ・職員退職手当組合負担金 2,785

・公務災害補償負担金 48

・年金給付費用負担金 16

・共済組合追加費用負担金 402

4 旅 費 5 ・旅費 5

5 備 消 耗 772 ・事務用備消耗品費 603
品 費 ・書籍等 99

・一般管理用備消耗品費 70

6 報 償 費 1 ・謝金 1

款 当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比較増減 説　　　　　　　　　　　　明金　額
項 目

節
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7 印 刷 564 ・料金等納入通知書 144
製 本 費 ・決算書 32

・会計伝票等事務用書類 388

8 通 信 1,671 ・電話料 718
運 搬 費 ・郵便料 939

・テレビ受信料 14

9 賃　借　料 153 ・複写機借上料 114

・マｯト、モップ借上料 39

10 修　繕　費 253 ・備品修繕費 153

・庁内修繕費 100

11 委　託　料 7,305 ・電算機等保守委託料 1,779

・無線機保守点検委託料 138

・検針委託料 4,865

・し尿浄化槽維持管理委託 135
  料

・水道料金徴収事務委託料 388

12 交　際　費 10 ・管理者交際費 10

13 研　修　費 10 ・研修費 10

14 食　糧　費 5 ・会議時茶等賄費 5

15 光熱水費 34 ・ＬＰガス 34

16 負　担　金 148 ・日本水道協会関東支部負 128
  担金

・日本水道協会埼玉県支部 11
  負担金

・比企地区水道研究会負担 9
  金

17 保　険　料 175 ・建物災害保険料 118

・動産保険料 39

・委託検針員等傷害保険料 18

18 手　数　料 1,999 ・水道料金等口座振替手数 1,407
  料

・送金システム手数料 130

・水道料金コンビニエンス 407

 ストア収納手数料

・その他手数料 55

19 賞与引当 2,744 ・賞与引当金繰入額 2,308
金繰入額 ・法定福利引当金繰入額 436

20 貸倒引当 276 ・一般債権貸倒引当金繰入 276
金繰入額   額

21 雑 費 10 ・雑費 10

5 減 価 166,254 166,567 △ 313
償 却 費

1 有形固定 166,254 ・建　 　物  　　減価償却費 5,933
資産減価 ・構　築　物　　　　　　〃 123,079
償 却 費 ・機械及び装置　　 　〃 36,384

・リース資産　    　   〃 858

6 資 産 1,616 2,851 △ 1,235
減 耗 費

節
款 当 年 度

予 定 額
前 年 度
予 定 額

比較増減 説　　　　　　　　　　　　明
項 目

金　額
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1 固定資産 1,615 ・固定資産除却費 1,615
除　却　費

2 た な 卸 1 ・貯蔵品減耗費 1
資 産

減 耗 費

7 その他の 1 1 0

営業費用

1 雑　支　出 1 ・雑支出 1

2 営 業 外 23,501 24,921 △ 1,420
費 用

1 支払利息 18,863 19,771 △ 908

1 企 業 債 18,671 ・財政融資資金利息 6,856
利 息 ・地方公共団体金融機構資 11,815

 金利息

2 借 入 金 192 ・一時借入金利息 1
利 息 ・所有権移転ファイナンス・ 191

 リース債務利息

2 雑 支 出 1 1 0

1 不　用　品 1 ・不用品売却原価 1
売却原価

3 消 費 税 4,637 5,149 △ 512

1 消 費 税 4,637 ・消費税及び地方消費税 4,637

3 特別損失 70 47 23

1 過年度損 70 47 23
益修正損

1 過年度損 70 ・過年度損益修正損 70
益修正損

4 予　備　費 5,000 1,000 4,000

1 予 備 費 5,000 1,000 4,000

1 予　備　費 5,000 ・予備費 5,000

款 当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比較増減 節 金　額 説　　　　　　　　　　　　明
項 目
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（単位：千円）

1 40,741 13,997 26,744

1 負 担 金 14,014 13,995 19

1 負 担 金 14,014 13,995 19

1 加 入 金 14,014 ・加入負担金 14,014

2 寄 附 金 1 1 0

1 寄 附 金 1 1 0

1 寄 附 金 1 ・寄附金 1

3 固定資産 1 1 0

売却代金

1 固定資産 1 1 0

売却代金

1 固定資産 1 ・固定資産売却代金 1

売却代金

4 企 業 債 19,800 0 19,800

1 企 業 債 19,800 0 19,800

1 企 業 債 19,800 ・企業債 19,800

5 国 庫 6,925 0 6,925

補 助 金

1 国 庫 6,925 0 6,925

補 助 金

1 国 庫 6,925 ・国庫補助金 6,925

補 助 金

資　　　本　　　的　　　収　　　入

款 当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比較増減 金　額
項

説　　　　　　　　　　　　明

　資 本 的 収 入

目
節
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（単位：千円）

1 　資 本 的 支 出 201,348 198,787 2,561

1 建 設 152,977 152,462 515
改 良 費

1 配 水 管 74,661 34,037 40,624
改 良 費

1 給 料 6,006 ・職員給 6,006

2 手 当 3,200 ・扶養手当 192

・期末手当 1,372

・勤勉手当 921

・通勤手当 171

・住居手当 84

・時間外勤務手当 460

3 法 定 2,804 ・職員共済組合負担金 1,716
福 利 費 ・職員退職手当組合負担金 931

・公務災害補償負担金 14

・年金給付費用負担金 1

・共済組合追加費用負担金 142

4 旅 費 3 ・旅費 3

5 材 料 費 1,665 ・材料費 1,665

6 工 事 52,097 ・配水管布設（替）工事費 52,097
請 負 費

7 委 託 料 5,886 ・配水管布設替等設計委 5,886
 託料

8 補 助 金 3,000 ・給水装置工事補助金 3,000

施 設 0 16,632 △ 16,632

設 備 費

2 機械装置 68,364 97,816 △ 29,452

設 備 費

1 工 事 68,364 ・機械装置設備工事費 68,364
請 負 費

3 消 火 栓 1 1 0
設 備 費

1 工 事 1 ・消火栓設置工事費 1
請 負 費

4 量水器費 402 489 △ 87

1 量水器費 402 ・量水器費 402

5 固定資産 9,549 3,487 6,062
購 入 額

1 リ ー ス 債 9,549 ・所有権移転ファイナンス・ 9,549
務支払額  リース債務支払額

2 企　業　債 48,371 46,325 2,046
償　還　金

1 企 業 債 48,371 46,325 2,046
償 還 金

1 企　業　債 48,371 ・財政融資資金償還金 19,807

償　還　金 ・地方公共団体金融機構 28,564
　資金償還金

目

款
金　額比較増減 説　　　　　　　　　　　　明

資　　　本　　　的　　　支　　　出

節
前 年 度
予 定 額

当 年 度
予 定 額項

－ 375 －


